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Ⅰ  理学系研究科の教育目的と特徴  

 

（理学系研究科の教育目的） 

１ 理学の基本理念は、資料 13－１の「理学系研究科・理学部憲章」に述べられており、

教育目的についても人材育成の項目で示されている。資料 13－２の「理学系研究科の教

育目的・目標」に教育目的がより具体的に示されており、その要点は以下の人材の養成

である： 

（a）自然科学を中心とする諸分野の研究の第一線で開拓的な研究を行う研究・教育者 

（b）国際的、学際的な研究プロジェクト等の中核となる研究者 

（c）産業界の要請及び諸研究・現業機関等からの需要に応じた創意ある研究開発者 

以上の教育目的を実現するために設定された教育目標が、資料 13－２の最後に示され

ている。 

 

２ これは東京大学の教育面での中期目標、広い視野を有しつつ高度の専門的知識と理解

力・洞察力・実践力・想像力を兼ね備え、かつ、国際性と開拓者精神を持った、各分野

の指導的人材の養成の一翼を担うものである。 

 

３ 本研究科の教育目的を達成するため、それに相応しい能力と意欲を持った学生を集め

る。特に修士課程においては、専門分野にとって必要不可欠な知識や技能を広い視野で

身につけることができるようにしつつ、独創的な研究の準備をする。 

 

４ 博士課程においては、将来の理学を担う人材を養成することを目指し、それぞれの専

門分野での独創的な研究に必要な基礎を自らの力で身に付けさせる。実際の研究活動を

遂行して、単に研究業績をあげるだけでなく、主体的に創造性あふれる研究を行なえる

人材となるように教育する。 

 

（理学系研究科の特徴） 

５ 自然が本来持っている多様性に応じ、また、それらの理解の総合的な発展を目指して、

本研究科に、資料 13－３にある６専攻を設けてきた。このように、自然科学の広範な領

域にわたり、先端的・独創的な研究に裏打ちされた教育を行うのが本研究科の特徴であ

る。 

 

[想定する関係者とその期待] 

  学生が第一の関係者であり、一流の研究能力の涵養を図りつつ、修士や博士の学位を

取得して、独立した研究者への道を目指すことを期待している。また、修了生を受け入

れる学界、産業界は、関係者として、理学の素養を有し、特に博士課程修了者に対して

は独創的な研究を行える人材の育成を期待している。 
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（資料 13－１：理学系研究科・理学部憲章） 

理学は、自然界の普遍的真理を解明することを目指し、自然界に働く法則や基本原理を探求

する純粋科学である。理学は、人類社会文明の基盤を築くと共に自然観を絶えず深化・発展さ

せ、文化としての科学を創造する。理学は、人間が獲得した不朽の知の営みであり、人類の知

性の根幹を成す。  

 東京大学大学院理学系研究科・理学部は、この理学の理念の下に、豊かで平和な人類の未来

社会を切り拓く先端的な理学の教育・研究を推進するため、本憲章を策定する。 

 

 理学系研究科・理学部は、自然界の真理の根本的理解に向けて不朽の教育・研究活動を行い、

最先端の知を創造し発展させ、それを継承することを重要な使命とする。 

 

 理学系研究科・理学部は、次代を担う若者に理学の理念と方法論を教授し、未知の問題に対

する解決の知恵と手段を体得し人類社会の持続的・平和的発展に貢献する人材を育成する。 

 

 理学系研究科・理学部は、人事・組織の公正な運営に努め、自己による絶えざる点検と外部

からの厳正な評価を通して、最高水準の教育・研究体制の継続的改善を図る。 

 

 理学系研究科・理学部は、理学の理念に基づき、性別、国籍、民族、宗教などによる差別と

偏見を排除し、普遍的で自由な教育・研究を行う。 

 

 理学系研究科・理学部は、教育・研究成果を広く社会に発信公開すると共に、それらが人類

の平和と地球の環境を損なうことのないよう努め、文化の蓄積と悠久の人類生存に貢献する。  
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（資料 13－２：理学系研究科の教育目的、目標（抜粋））  

（出典：東京大学大学院理学系研究科・理学部ウェブサイト） 

 

 

「理学系研究科の教育目的と教育目標（抜粋）」 

 

 大学院教育の重要な側面は、教育と研究が一体であることである。学生が、常に第一線

の研究活動を行っている教員達によって研究のやり方を学び、自らも創造的な研究を行う

のが、大学院での教育課程である。 

 このような理学系研究科における教育の目的は 

（a）自然科学を中心とする諸分野の研究の第一線で開拓的な研究を行う研究・教育者、 

（b）国際的、学際的な研究プロジェクト等の中核となる研究者、 

（c）産業界の要請及び諸研究・現業機関等からの需要に応じた創意ある研究開発者、 

の養成としてまとめられる。 （a）については学部、研究科等の大学関係や諸研究機関等

において、理学の分野の専門的な研究・教育を行う人材の育成である。人類の知的発展の

歴史を検証すると、人類社会を大きく展開させるような知見の発見・創造は個々の学者、

研究者の自由な発想をもとにした自主的な研究の成果から生まれてきたものである。この

ような自由な研究を行う独創的な研究者を育てることは、理学系研究科の第一の教育目的

である。また、近年理学の諸分野における研究形態としては、国家的な大規模研究プロジ

ェクト、国際的、学際的な研究プロジェクトの推進がなされている、これらのプロジェク

ト研究の中核となって諸外国、諸分野の研究者と共同して研究を推進していくためには、

それぞれの分野での専門的な知識に加えて、自然科学の諸分野に幅広い視野を持つことが、

必要とされる。このような研究者を育てることも重要な大学院教育の目的である。近年の

科学技術の社会における重要性の増大に伴い、社会や産業界では、今後長期にわたって高

度な専門性を持つ研究者、技術者及び研究管理・調整のための多くの人材を必要としてお

り、（c）の創意ある研究開発者に対して社会や産業界が寄せる期待は大きくなっている。

これらの自然科学に対する社会の要請に対応した研究技術者の養成、さらに社会に必要と

される理学の諸分野に関する広い視野と専門的な知識を合わせ持った人材を養成すること

も理学系研究科の大学院教育の目的である。 

 大学院での学生受け入れ、教育内容及び教育方法、学生支援、教育の質の向上及び改善

のための基本方針は、教育目的である人材の要請をより効果的に達成することである。基

本方針に基づく取り組みでは、大学院生の研究者としての側面を認識し、その研究環境を

整えることが、教育目的である独創的、主体的な人材を養成する上で重要な要素であると

認識している。 

教育目的を実現するための理学系研究科共通の教育目標としては、以下のものがある。 

（A）独創的・指導的な研究者・技術者となる適性を持った学生の受け入れ 

（B）理学研究の第一線で活躍する研究・教育者養成のための教育プログラム 

（C）社会の要請に答える研究開発者の養成のための教育プログラム 

（D）多様なバックグラウンドを持った学生に対応した教育プログラム 

（E）研究者としての大学院生のための研究環境の整備・充実 
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Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

(１)観点ごとの分析 

観点 基本的組織の編成  

(観点に係る状況) 

本研究科には、６専攻を設置している（資料 13－3：東京大学大学院理学系研究科組織

規則（基本事項））。以前は数学と情報科学も含まれていたが、数学は教養学部の数学教室

と統合し数理科学研究科を設立し、情報科学は他の研究科の関連部局と統合して、情報理

工学系研究科を設立した。本研究科６専攻の専門分野は資料 13－３に示されている。教育

目的に述べられているような、自然科学の諸分野における中核的な研究者、社会からの要

請にこたえる研究開発者を育成するには、理学の広い分野の重要課題の各々に対して教育

研究活動を展開することが必要であり、それに十分こたえられるように６つの専攻を置い

ている。６専攻の基幹講座で基盤的な教育を遂行しつつ、特殊な実験設備や特別な実習施

設を本研究科内の附属施設やセンターに設けている。各附属施設、センター及びそれらの

受け持つ主要な教育研究分野を資料 13－４に示した。本研究科内の基幹講座、附属施設、

センターだけでは理学の全領域をカバーするのは難しいので、他の部局及び外部機関との

協力講座、連携講座を設けている（資料 13－５：東京大学大学院理学系研究科組織規則 

（外部参加組織））。 

教員の配置は資料 13－６に示されている。資料 13－６の第１コラムの６専攻が、資料

13－３において基幹講座となっている。本研究科内の附属施設、センターは資料 13－３の

協力講座に含まれ、それらの教員は資料 13－６では附属植物園から附属ビッグバン宇宙国

際研究センターまでの７組織として示されている。他の部局及び外部組織からの教員は協

力講座、連携講座に含まれ、それらの数は資料 13－７に示されている。 

さらに、質の向上度の判断で述べているように、本研究科と工学系研究科が連携して産

業界からの講師陣による講義と実習も含めた新しい形態の授業を行う体制も整えた。 

 

（資料 13－３：東京大学大学院理学系研究科組織規則（基本事項））  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京大学大学院理学系研究科組織規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、東京大学基本組織規則（以下「基本組織規則」という。）に定めのある

もののほか、東京大学大学院理学系研究科（以下「研究科」という。）の組織に関し必要な

事項について定める。 

（専攻及び講座） 

第２条 研究科に、次に掲げる専攻及び講座を置く。 

  物理学専攻（博士後期課程、修士課程） 

   基幹講座  基礎物性学、物性物理学、量子多体物理学、宇宙物理学、生物物理学、 

数理物理学、素粒子物理学、量子光学、電磁流体物理学、基礎物理学 

   協力講座  素粒子実験物理学、先端物理学、原子核科学、初期宇宙論 

   連携講座  学際理学 

  天文学専攻（博士後期課程、修士課程） 

   基幹講座  天文宇宙理学、広域理学 

   協力講座  観測天文学、初期宇宙データ解析 

   連携講座  学際理学、観測宇宙理学 

  地球惑星科学専攻（博士後期課程、修士課程） 

基幹講座  大気海洋科学、宇宙惑星科学、地球惑星システム科学、固体地球科学、

地球生命圏科学 
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（資料 13－４：東京大学大学院理学系研究科組織規則（附属施設・センター関連部分抜粋）、及

びそれらの研究目的） 

 

（資料 13－５：東京大学大学院理学系研究科組織規則 （外部参加組織）） 

 

東京大学大学院理学系研究科組織規則（抜粋）  
 

 （教育研究に関する協力） 

第３条 研究科の教育研究は、宇宙線研究所、物性研究所、地震研究所、海洋研究所、分子細胞生物

学研究所、医科学研究所、素粒子物理国際研究センター、気候システム研究センター、先端科学技

術研究センター、遺伝子実験施設及び総合研究博物館の協力を受けて実施する。  
２ 前項のほか、研究科の教育研究は、大学共同利用機関法人の高エネルギー加速器研究機構及び自

然科学研究機構国立天文台並びに独立行政法人宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究本部、独立行政

法人国立科学博物館及び独立行政法人理化学研究所の協力を受けて実施する。  

東京大学大学院理学系研究科組織規則（抜粋）  
 （教育研究のための附属施設） 

第９条 研究科に、教育又は研究のための附属施設として、次のものを置く。 

 

  （名称）               （代表的な研究目的） 

 

植物園     植物生命科学 

臨海実験所     海洋生命科学、 

スペクトル化学研究センター  スペクトル化学 

地殻化学実験施設    地殻化学 

天文学教育研究センター   観測天文学 

原子核科学研究センター   原子核科学 

ビッグバン宇宙国際研究センター  初期宇宙論、初期宇宙データ解析 

   協力講座  観測固体地球科学、先端海洋科学、気候システム科学、 

超高圧物性物理学、地球大気環境科学 

   連携講座  学際理学 

 化学専攻（博士後期課程、修士課程） 

  基幹講座  物理化学、有機化学、無機・分析化学、広域理学 

  協力講座  スペクトル化学、地殻化学、先端化学 

  連携講座  学際理学 

 生物化学専攻（博士後期課程、修士課程） 

  基幹講座  生物化学、広域理学 

  協力講座  先端生物化学、遺伝子実験学 

 生物科学専攻（博士後期課程、修士課程） 

  基幹講座  動物科学、植物科学、人類科学、進化多様性生物学、広域理学 

  協力講座  海洋生命科学、植物生命科学、先端海洋生物科学、 

        先端分子生物科学、自然史生物学 

  連携講座  系統生物学 

 専攻共通 

  流動講座  学際領域  
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（資料 13－６：理学系研究科専任の教員数）

（１）教員数

教授 准教授 講師 助教 助手 小計

19 10 4 26 0 59

4 4 0 3 0 11

16 15 3 11 1 46

11 7 0 20 0 38

5 2 2 6 0 15

14 13 1 14 0 42

1 2 0 1 0 4

1 0 1 1 0 3

0 2 0 0 0 2

2 2 0 2 0 6

2 4 0 5 2 13

2 2 1 4 0 9

1 1 0 2 0 4

0 1 2 1 0 4

平成19年5月1日現在

地 殻 科 学 実 験 施 設

専　攻

物 理 学

天 文 学

地 球 惑 星 科 学

化 学

生 物 化 学

生 物 科 学

植 物 園

臨 海 実 験 所

スペクトル化学研究センター

施　設　　・　センター　等

天文学教育研究セン ター

原子核科学研究セン ター

ビックバン宇宙国際研究センター

中 央 事 務 等  

（資料 13－７：本研究科以外の機関に属する教員数） 

 

物理学

専攻 

天文学

専攻 

地球惑

星科学

専攻 

化学

専攻 

生物化

学専攻 

生物科

学専攻 
合計 

医学系 1           1 

工学系 2           2 

農学生命科学         1   1 

総合文化研究科 15 2 2 10 2 12 43 

新領域創成科学 3   7 2 1 8 21 

研究科小計  21 2 9 12 4 20 68 

素粒子国際センター 5           5 

高エネ機構 10     2     12 

理化学研究所 2           2 

天文台   11         11 

医科学研究所         6   6 

生産技術研究所 2           2 

宇宙研究所 4 3 5       12 

宇宙線研究所 21           21 

物性研究所 25   1 5     31 

地震研究所     44 1     45 

海洋研究所     12 2   5 19 

先端科学技術研究センター     2       2 

空間情報科学研究センター     1       1 

総合研究博物舘     2     2 4 

気候システム研究センター     9       9 

分子細胞生物学研究所 2       5 1 8 

アイソトープセンター           1 1 

研究所 小計  71 14 76 10 11 9 191 

他大学等     3 1   2 6 

他研究機関等           10 10 
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学生の入学定員と現員を資料 13－８に示した。本研究科では、その教育目的にあるよう

に、常に第一線の研究活動を行っている教員により、少人数の教育が必要である。本研究

科に所属する教員一人当たりの学生現員（修士、博士の学生の合計）は６名弱であり、教

育目的にある少人数教育を遂行するのが可能な人数になっている。大学院学生総数を平成

16年度以降の変化で見ても、定数からの差は５％以内で安定している。 

 

（資料 13－８：各専攻の定員・在籍数） 

平成 19年度修士課程 定員・在籍者数      2007年５月１日現在 

修士定員 修士現員 
区 分 

１年 ２年 計 １年 ２年 計 

418 418 836 335 400 735 
計 

      ③ ⑪ ⑭ 

○数字は外国人学生（在日外国人を含む）を内数で示す。 

 

平成 19年度博士課程 定員・在籍数 

博士定員 博士現員 
区 分 

１年 ２年 ３年 計 １年 ２年 ３年 計 

215 215 215 645 180 184 323 687 
計 

        ③ ⑥ ⑱ （27） 

○数字は外国人学生（在日外国人を含む）を内数で示す。 

 

観点 教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制  

(観点に係る状況) 

理学教育では、各分野の学問体系を基礎から確実に教えなければならない。そのための基

盤的な授業科目を準必修科目として指定するなどの工夫をしている。その事例である資料

13－９の物理学専攻の準必修科目リストは、同専攻の教務ワーキンググループで作成され、

2006年２月の専攻会議で決定されたもので、学生には毎年４月の進学ガイダンス時に資料

として配付している。このように、学生への周知まで含めて教育内容を改善していく体制

が各専攻にできている。 

資料 13－10にあるように、毎年度 120前後の通常講義と 40前後の集中講義を開講してい

る。各専攻会議やワーキンググループなどにより、科目の改変や適切な配置に加え、時機

を得た集中講義の設定、英語によって行われる講義の増加などの、教育体制の改善の努力

を常に行う体制になっている。（資料 13－11：廃止、又は、新設された授業科目数）。 

本研究科の教育では教員の先端的な研究に基づき、演習或いは研究指導を通じての少人数

教育が重要であるので、教員一人が指導する学年当たりの大学院学生数の上限を専攻会議

で決定し守っていく体制をとっている。教員１名当たり１学年の最大大学院学生数は、専

攻により少数の例外はあるが、１～２名である。 

本研究科全体で対応すべき課題については教務委員会が改善する役割を果たしている

（資料 13－12：理学系研究科・理学部教務委員会規則（抜粋））。教務委員会は少なくとも

毎月１回（８月を除く）開催される。そこでは、各年度毎に各専攻のカリキュラム計画を

審議し、他専攻の講義を聞く必要のある大学院学生への配慮などを検討している。また、

学生への賞の授与において、教務委員会はその選定のために中心的な役割を果たしている。

さらに、教育 COEプログラムとして「魅力ある大学院教育イニシアティブ」（2005、2006

年度）が教務委員会の主導のもとに立ち上げられ、それは本研究科の「大学院教育高度化

プログラム」（2007年度～）へと発展し、理学系共通カリキュラム授業（資料 13－34：理

学系研究科を横断する大学院新教育カリキュラムの概略、P13－28）が定常化されるなど研

究科内を横断する視点からの教育改革を行ってきた。 
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（資料 13－９：物理学専攻における準必修科目（講義内容改善の体制の事例）） 

（注）物理学専攻教務ワーキンググループにて以下の表を作成、専攻会議にて承認。サブコースとは

専門分野ごとの研究室の集り。学生には進学時に配布。 

準必修科目
原子核理論 原子核物理学

場の量子論I
場の量子論II
統計物理学

素粒子理論 場の量子論I
場の量子論II

原子核実験志望 原子核物理学
（）は推薦 （高エネルギー物理学）

（粒子加速器）

素粒子実験志望 高エネルギー物理学
素粒子物理学概論（未履修者のみ）
（粒子加速器）
（場の量子論）
（原子核物理学）

加速器志望 粒子加速器
（原子核物理学）
（高エネルギー物理学）

物性理論 物性物理学IA
物性物理学IB
統計物理学

A4 物性実験 物性物理学IA
宇宙 場の量子論I

天体素粒子物理学
宇宙物理学I　又は　II

流体 流体物理学
非平衡物理学

量子情報
物性関係および素粒子・原子核・宇宙関
係の科目からそれぞれ1科目

A6 一般物理実験 指定なし
生物物理 生物物理学II

統計物理学
物理学特別講義

宇宙物理実験 宇宙物理学I
宇宙物理学II
宇宙物理学III
宇宙線物理学
天体素粒子物理学

A7

A8

サブコース

A0

A1

A2

A３

A5
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（資料 13－10：各年度に開講された授業科目数） 

（注）「英語」とあるのは英語による講義を示す内数、外国人とは通常講義、 

集中講義を問わず外国人によるものの内数 

専攻名

通常 英語 集中講義 英語 外国人

物理学専攻 21 1 12 3 4

天文学専攻 11 1 2 0 0

地球惑星科学専攻 71 5 13 4 4

化学専攻 12 2 9 1 3

生物化学専攻 5 0 5 0 0

生物科学専攻 9 0 1 1 1

計 129 9 42 9 12

開講された授業科目数  2004年度

 

専攻名

通常 英語 集中講義 英語 外国人

物理学専攻 21 1 17 3 2

天文学専攻 11 1 0 0 0

地球惑星科学専攻 59 3 10 2 2

化学専攻 10 2 14 5 4

生物化学専攻 7 0 3 2 2

生物科学専攻 11 0 2 2 2

計 119 7 46 8 12

2005

開講された授業科目数

 

専攻名

通常 英語 集中講義 英語 外国人

物理学専攻 22 0 16 4 4

天文学専攻 10 1 1 0 0

地球惑星科学専攻 72 4 8 3 3

化学専攻 12 2 7 1 3

生物化学専攻 7 0 5 0 0

生物科学専攻 8 0 12 2 2

計 131 7 49 10 12

2006

開講された授業科目数

 

専攻名

通常 英語 集中講義 英語 外国人

物理学専攻 21 1 18 3 3

天文学専攻 11 1 0 0 0

地球惑星科学専攻 71 2 12 1 1

化学専攻 9 2 10 5 4

生物化学専攻 71 2 12 1 1

生物科学専攻 7 0 9 2 2

計 190 8 61 12 11

2007

開講された授業科目数
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（資料 13－11：廃止、又は、新設された授業科目数） 

廃止 新設 廃止 新設 廃止 新設 廃止 新設

物理学専攻 0 0 0 5 2 6 0 2

天文学専攻 0 0 0 0 0 0 0 0

地球惑星科学専攻 0 27 8 8 98 76 24 4

化学専攻 0 0 0 6 0 0 0 1

生物化学専攻 0 0 0 0 0 0 0 0

生物科学専攻 0 0 0 0 5 5 13 12

計 0 27 8 19 105 87 37 19

廃止、又は、新設された授業科目数

専攻名
2004 2005 2006 2007

 

 

（資料 13－12：理学系研究科・理学部教務委員会規則（抜粋）） 

 

さらに高い立場からの教育の改善を行うべく、研究科長直属の教育推進委員会が設置

され、将来構想や新たな枠組み作り、組織改革までも含めた議論を行っている（資料 13

－13：東京大学大学院理学系研究科教育推進委員会組織運営規程（抜粋））。特に学生支

援室の運営には深く関わっている。 

ファカルティ・ディベロップメント（FD）活動を行い、外部からの有益な助言・示唆

を受ける体制を作っている。2007年度１回目は大学院教育で発生する大学院学生のメン

タルヘルスについて、２回目は大学院教育も含めてのセクシャルハラスメントについて、

理学系研究科・理学部教務委員会規則（抜粋）  
 （設置）  
第１条 東京大学大学院理学系研究科教育推進委員会の下に教務委員会（以下「委員

会」という。）を置く。  
 （任務）  
第２条 委員会は、理学系研究科長及び理学部長の諮問に応じ、次の各号に掲げる事

項について審議する。  
（１）研究科及び学部規則の新設改廃に関すること。  
（２）カリキュラムの新設改廃に関すること。  
（３）授業に関すること。  
（４）学部学生の身分に関すること。  
（５）教務に係るガイダンスに関すること。  
（６）ティーチング･アシスタントの予算配分及び選考に関すること。  
（７）研究生、聴講生に関すること。  
（８）その他学生の教育に関する必要な事項。  
  （委員長）  
第４条 委員長は、研究科長が指名する研究科長補佐をもって充てる。  
 （委員）  
第５条 委員は、次の各号に掲げる者とする。  
（１） 各専攻から選出された教員 各１名  
（２） 各学科から選出された教員 各１名  
（３） 事務長  
（４） 研究科長又は学部長が特に認めた者  
２ 委員は、各専攻及び各学科（コース）を兼ねることができる。  
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外部の専門家により行った。第３回は、授業アンケートの解析についての講演であった

（資料 13－14：ファカルティ・ディベロップメント活動）。 

さらに、学外の有識者を招いた理学系研究科･理学部諮問会を毎年度開催（資料 13－

15：東京大学大学院理学系研究科・理学部諮問委員会規則（抜粋）、資料 13－16：諮問

委員会構成（2004～2006年度共通））するなど、社会からの要請を積極的にさぐり、対

応する体制をとっている。特に、男女共同参画の観点から女子学生のための環境整備へ

の提言が実現されてきた。 

 

（資料 13－13：東京大学大学院理学系研究科教育推進委員会組織運営規程（抜粋）） 

 
（資料 13－14：ファカルティ・ディベロップメント活動）  

 
2007年度 

第１回 11月 21日  82名出席  主題：学生支援室の活動から 

                （教育学研究科（臨床心理学）下山晴彦教授 他） 

第２回 11月 21日  70名出席  主題：セクシャルハラスメントについて 

                （林陽子弁護士） 

第３回 12月 19日  87名出席  主題：授業アンケートについて 

                （教務委員長 岡良隆教授） 

 

東京大学大学院理学系研究科教育推進委員会組織運営規程 （抜粋） 

（目的） 

第１条 この規程は、東京大学大学院理学系研究科組織規則（以下「理系組織規則」と

いう。）第１２条第２項の規定に基づき、教育推進委員会（以下「委員会」という。）

の組織及び運営に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（組織） 

第２条 委員会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

(1) 研究科長 

(2) 副研究科長 

(3) 理学系研究科教授会で選出された教育推進委員 ２名 

(4) 教務委員長 

(5) 国際交流委員長 

(6) 学生支援室長 

(7) 事務長 

(8) 専門員（学生担当） 

(9) 大学院係長、教務係長 

(10) その他研究科長が必要と認めた者 

（委員長） 

第３条 委員長は、副研究科長のうちから研究科長が指名する。 

（審議事項） 

第４条 委員会は、理系組織規則第１２条第１項の規定に定めるもののほか、理学系研

究科及び理学部の教育に関し、次に掲げる事項を審議する。 

(1) 理学系研究科教授会及び理学部教授会から委託された事項 

(2) 理学系研究科教育会議から委託された事項 

(3) その他研究科長が特に必要と認めた事項 

（教務委員会・学生支援室） 

第６条 委員会の下に教務委員会及び学生支援室を置く。 

２ 教務委員会及び学生支援室の組織及び運営については、別に定める。 
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（資料 13－15：東京大学大学院理学系研究科・理学部諮問委員会規則（抜粋）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料 13－16：諮問委員会構成（2004～2006年度共通）） 

 
 
 
 
 
 
 
 
(２)分析項目の水準及びその判断理由 
(水準) 期待される水準を大きく上回る。 

(判断理由) 本研究科の教育実施体制は、自然科学全般へ人材育成を目指す教育目的に合

致して、広範で層の厚いものになっている。理学の多様性を反映して配置された専攻とそ

こでの基幹講座、特定分野に関する附属施設・センターによる協力講座、さらにそれらを

補完する他部局及び外部機関との協力講座、連携講座により、高い水準の教育を遂行する

体制ができている。理学教育のあるべき姿を保ちつつ、時宜を得た教育活動の改善を行っ

てきている。理学系全体として専攻を越えた協調による俯瞰的な教育の推進や産業界への

道の開拓などを進める制度設計を進めてきた。このように、FD活動なども含め、教員、専

攻、研究科の各レベルで課題の解決にあたってきた。また、国際的に活躍する研究者を育

てるために専門教育の一部に、外国人講師などにより英語で行う科目などを設置している。

学問的に高い教育内容の維持と、新たな教育導入の迅速性は、関係者である学生の期待に

的確に応えており、期待を大きく上回る水準にあるといえる。 

東京大学大学院理学系研究科･理学部諮問委員会規則（抜粋） 

 

制定：平成 13年 12月 19日 

 （設置） 

第１条 東京大学大学院理学系研究科・理学部に諮問委員会（以下「委員会」という。）を置

く。 

 （任務） 

第２条 委員会は、次の各号に掲げる事項について、理学系研究科長・理学部長（以下「研

究科長」という。）の諮問に応じて審議し、研究科長に対して答申又は助言を行う。 

 (1) 理学系研究科・理学部の教育研究上の目的とそれを達成するための基本的な計画に関

する重要事項 

 (2) その他理学系研究科・理学部の運営に関する重要事項  

荒木 浩  東京電力顧問  
久城育夫  元海洋科学技術センター固体地球総合フロンティア研究システム長  
茅 幸二  理化学研究所和光研究所長・中央研究所長  
郷 通子  国立大学法人お茶の水女子大学長  
浜本育子  ルンド大学（スウェーデン）名誉教授  
尾関 章  朝日新聞社東京本社論説委員  
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分析項目Ⅱ 教育内容 

(１)観点ごとの分析 

観点 教育課程の編成  

(観点に係る状況) 

教育課程の内、修士課程においては講義が比較的大きな部分を占めている。本研究科の

特徴を反映して多彩な講義が用意され、毎年約 120以上の通常科目が開講され、それを補

う集中講義も毎年多数設けられている（資料 13－10：各年度に開講された授業科目数、P13

－10）。必修講義はないが、一方、各専攻会議などで、必修的な要素の強い科目の選定など

を行い、それらは原則的に毎年開講される（資料 13－９：物理学専攻における準必修科目

（講義内容改善の体制の事例）、P13－９）。科目名については、別添資料 13－１（理学系

研究科授業科目一覧、P13-34）に示されている。資料 13－17に物理学専攻の時間割が例示

され、物理学の広い範囲にわたっての科目設定が分かる。場の量子論、統計物理学などは

基礎的科目であり、資料 13－９（P13－９）にあるように、多くのサブコースで準必修科

目に指定されている。多くの先端的、専門的講義も開設され、例えば、粒子加速器の講義

は他の大学では開講されることが稀である。講義の履修に当たっては、学生の知識や研究

計画などによって履修しておくべき講義が変わるので、履修モデルのようなものはなじま

ないが、少人数教育を活かし、指導教員が学生一人一人に履修科目の指導をしている。物

理学専攻の事例では、履修手続きは必ず指導教員の指導のもとに行われ、個別的に適切な

教育課程となる。 

実際に行われた講義に対する学生のアンケート結果を資料 13－18に示す。８割以上の学

生が期待どおりの講義を受けられたと評価し、２割近い学生は期待以上であったとしてい

る。講義の質についても、期待どおり、期待以上で全体の９割程度となっており、各々の

学生にとって本研究科の講義が適切に編成されていることが実証される。 

21世紀 COEプログラムが全ての専攻において実施され、招聘教員による講義も行われた。

資料 13－10（P13－10）に講義数が通常講義、集中講義に分けて示しており、さらにそれ

らの内で英語により行ったものの数、外国人教員による講義の数を示しており、教育課程

はそれらを適切に含むように編成している。 

本研究科における教育の最大の柱は、各研究室における少人数の輪講やセミナーによる

専門教育、研究現場での研究指導などであり、少人数教育の徹底と教員の研究の先端性を

組み合わせてできた教育課程の編成となっている。  
 

（資料 13－17：時間割の例（物理学専攻）） 

 1 2 3 4 5 

 8：30～10：00 10：15～11：45 13：00～14：30 14：45～16：15 16：30～18：00 

月  

603-0070 

場の量子論 IB 

柳田勉・濱口幸一 

207 

603-0022 

原子核物理学 V 

下浦亨･櫻井博儀 

207 

603-0014 

高エネルギー物理

学 II 

相原 博昭 

207 

 

火  

603-0006 

一般相対論特論 

柳田勉 

233 

603-0015 

天体素粒子 

物理学 

中畑･佐々木･安田 

207 

603-0054 

宇宙物理学 III 

満田・高橋忠・山崎 

207 

603-0074 

＊物質科学 

藤森淳・鹿野田一司 

本郷:工 6号館 64号

室   柏 :基 盤 棟 物

質系講義室 
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水  

603-0007 

場の量子論 IA 

松尾泰 

207 

603-0017 

粒子加速器 

後藤彰 

207 

 

 

木  

603-0038 

統計物理学 

常次宏一 

233 

603-0060 

極限量子 

構造汎論 II 

初田哲男･浜垣 

秀樹 

207 

  

金  

603-0025 

物性物理学 IA 

高田康民 

207 

   

 
（資料 13－18：2008年３月に修士課程修了した学生による講義内容のアンケート） 
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観点 学生や社会からの要請への対応  

(観点に係る状況) 

多様な学生からの要請に応える努力もなされている。その事例として、資料 13－17を

参照して、入学時の学生の知識のレベルの違いへの対応について述べる。例えば、場の量

子論は極めて基本的な科目であるが、出発点や進度の異なる場の量子論 IAと IBを用意す

ることで、予備知識のレベルが異なる学生に対応している。 

本研究科での教育は、講義よりも研究室での少人数教育、研究指導に重点が置かれて

おり、そのことは学生からの要望に応え、十分な成果を生み出している。（観点「学業の

成果に関する学生の評価」参照）このような高い水準の教育によって高い理学的素養を持

った学生を送りだすことが、指導的研究者の育成を求める社会からの要請に応える路であ

り、厳格な論文審査（資料 13－26：博士論文提出の指針、P13－22）も含めて対応してい

る。他方、異なる専門にまたがる広い知見を有する人材の育成を求める学生自身や社会か

らの要請に応えて、魅力ある大学院教育プログラムなどによって俯瞰的な講義を充実させ、

平成 18年度には理学系共通講義、「教育クラスター講義」「先端科学技術特論」「先端

理学コミュニケーション特論」が新たに開講された（資料 13－19：2007年度の理学系共

通講義開講案内）。  
 

（資料 13－19：2007年度の理学系共通講義開講案内） 
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教育環境の国際化を目指し、より大きな国際的な貢献を求める社会からの要請にも応

えて、質の向上度の判断で述べるように国費留学生の優先配置枠の獲得を行い、より多く

の留学生を受け入れている。  
また、レーザー分野の光に関わる系統的教育がそれまでの大学にはなかったので、学

内外、企業と協力して、質の向上度の判断で述べられている新しいプログラムを発足させ

た。  
 
 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を大きく上回る。 

(判断理由) 理学の基礎を身につけさせ、教育目的に示されている主体的に創造性あふれ

る研究を行なえる人材を育成する教育課程を編成している。基礎的な科目は必ず開講され、

場合によっては難易度の異なる講義を用意し、分野ごとに何が特に重要かを伝授する仕組

みがある。また、絶えず教育内容は改善されており、英語に馴染む教育上の配慮もなされ

ている。さらに、専門分野を越えた俯瞰的見識の醸成につながる３つの理学系共通講義、

産業界からのメッセージが学べる授業などを提供した。講義の内容についても、学生に行

ったアンケートによると、多くの学生が期待していた通りか、それ以上であるとの結果が

出ており、最も直接的な関係者である学生の期待を大きく上回る水準にあるといえる。 
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分析項目Ⅲ 教育方法 

 (１)観点ごとの分析 

観点 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

(観点に係る状況) 

講義は修士課程においては重要であり、修了に必要な講義による単位数は 10単位であ 

る。講義予定は、すべて授業予定としてウェブサイト上に公開しており、担当教員名、講

義目的、各回の授業内容、成績評価方法、を掲載し、円滑な学習を図っている（資料 13

－20：授業予定記載例（物理学専攻））。 

本研究科における教育の主要な部分は、研究室単位での演習などの少人数教育及び実

際の研究指導により大学院学生が自ら学びとる学習である。特に、博士課程においては、

後述の博士論文の要件（資料 13－26：博士論文提出の指針、P13－22）にもあるように大

学院学生の独創性が求められることから、十分な研究活動ができるような環境と指導が重

要である。また、それらの確保が学習指導法の工夫に他ならない。（その成果については、

観点「主体的な学習を促す取組」参照。） 

本研究科においては、講義は入門的な部分に関するものであり、先端的な事項の学習

は学生本人の主体性に委ねられている。その観点から、講義による必要単位数は、独創的

な研究に必要な基礎を自らの力で身に付けさせるという教育目的に合致して適切なもの

となっている。 

 

（資料 13－20：授業予定記載例（物理学専攻）） 

科目名 科目番番号 学年 担当教官 

流体物理学 603-0003 大学院授業 半場藤弘 

乱流は自然界や工学などさまざま分野の流れで見られる現象であり、実効的な粘性率や拡

散率が大きくなり輸送や混合が増大することが乱流の特徴である。いかにしてこの乱流粘

性率や拡散率を平均場を用いて記述するか、そして閉じた方程式系を得るかが乱流研究の

重要な課題となる。理想化された一様等方乱流において構造や統計を考察する基礎的な研

究と、実在の非一様乱流において乱流効果をモデル化し流速を予測する応用的な研究とが

あるが、本講義では前者で得られた知見や手法を後者のモデル化に役立てるという立場か

ら、非一様乱流の物理とモデリングについて解説する。また大気境界層の乱流中の熱と物

質の輸送、電磁流体乱流のダイナモ効果についても紹介する。 

 

1. 乱流とは 

2. 流体運動の基礎方程式 

3. 乱流の輸送方程式 

4. 一様等方乱流 

5. 非一様乱流 

6. 非一様乱流の統計理論 

7. 大気境界層中のスカラー輸送 

8. 電磁流体乱流とダイナモ効果 

 

成績評価は「レポート」で行う。 

 
 

観点 主体的な学習を促す取組 

 (観点に係る状況) 

講義に対する主体的な学習を促すために、授業予定をウェブサイト上に掲示し、履修

計画を立てやすくしている（資料 13－20：授業予定記載例（物理学専攻））。一方、教員
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による指導のもとに行う研究活動は、学生の主体性なしには進まない。主体的な学習を促

す取組の最も重要な部分は、学生に主体的な意欲を引き起こす研究内容の設定、及びその

実施過程での適切な指導にある。この取組は個別の状況に応じ様々で、ここで書けるよう

なものではないが、総体としてこの取組が機能しているかどうかを検証する。修士論文や

博士論文の審査には直接指導した教員以外の教員が加わり、学生の研究内容を審査すると

同時に、どういう指導がなされたかが明らかになる。これは専攻が全体として学生指導に

関与していることになる。また、2008年３月に修士課程を修了した学生に対し、教育目

的にあるような独創的な研究の準備としての、個別的な指導のもとに行われた研究活動の

充実度を尋ねたアンケート結果が資料 13－21に示されている。８割の学生が、高い充実

度を感じ、特に２割の学生は期待以上に充実していたと感じるとしている。主体的な学習

の増進に効果があるのは、学生が行った研究の成果を自ら発表することである。これにつ

いては後の項目で述べるが年々その数は増大している（資料 13－24：学生による口頭及

びポスター発表数、P13－21）。 

研究力には企画する能力も必要となるので、学生に主体的にシンポジウムなどを組織

させて、企画能力を身に付けさせる取組を行った。この取組については、質の向上度の判

断の事例１において述べる。 

優秀な学生には学位論文の早期提出を認めてきたが、それに加えて、2007年度より成

績優秀な学生に対しては研究科長による表彰を行い、勉学意欲の向上を図っている。（資

料 13－22：平成 19年度理学系研究科 研究奨励賞受賞者数） 

 

（資料 13－21：平成 20年 3月修士修了学生による研究活動の充実度に関するアンケート結果） 
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（資料 13－22：2007年度理学系研究科 研究奨励賞受賞者数） 

研究奨励賞受賞者数
（修士）

研究奨励賞受賞者数
（博士）

物理学専攻 4 4

天文学専攻 1 1

地球惑星科学専攻 3 3

化学専攻 2 2

生物化学専攻 1 1

生物科学専攻 2 2  
 

学生に国際的な環境に慣れさせ、研究者としての主体的な自立を促進するために、21世

紀 COEプログラムや教育 COEプログラムなどの様々な方策で海外派遣を行っている。海外

派遣された学生の数は、資料 13－23に示されている。成果発表及び共同研究の目的別に分

けて示されているが、年々増加している。学生の在籍数はあまり変化していないので、一

人一人の学生がより多く海外に出るようになった証拠である。 

 

（資料 13－23：海外派遣された大学院学生の数） 

 
 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 
(水準) 期待される水準を大きく上回る。 

(判断理由) 本研究科の教育方法は、まず講義や演習を行い、教員による個別的な指導の

もとに基本的な知識・技能の取得を進め、さらに独創的な研究への誘導へと教育の形態を

変えていく。学生の主体的な活動を引き出し、独創的な研究成果を出させることを目指す。 

本研究科の教育の特徴としては、世界最高クラスの教育研究環境で、上述の教育方法を

少人数教育により行い、学生に最先端レベルの成果を出させることにある。これは学生の

主体的な学習意欲を大いに増すことにもなる。それに加え、成績優秀学生の表彰や海外派

遣などによって、学生の学習意欲を高める活動も行っている。関係者である学生にとって

は、このような教育方法は独立した研究者を目指すのに最適な方法であり、本研究科は関

係者である学生の期待を大きく上回る水準にあるといえる。 
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分析項目Ⅳ 学業の成果 

(１)観点ごとの分析 

観点 学生が身に付けた学力や資質・能力 

(観点に係る状況) 

学生が身に付けた学力や資質・能力は、生み出された研究成果によって測られる。学会

等での口頭発表では、学生が研究の中心だった場合には自ら口頭発表やポスター発表を行

うのが通例である。資料 13－24には、学生が行った口頭発表数とポスター発表数を年度ご

とに示した。学生の在籍数はほぼ一定だが、件数は増加しており、学生が身に付けた能力

の向上を示唆し、教育目的にある主体的に創造性あふれる研究を行なえる人材の育成が推

進されていることが分かる。 

資料 13－25では、2007年度に学生が著者に含まれて出版された論文数を専攻別に示し

た。論文出版まで到達するのはほとんど博士課程の学生なので、その数も示した。本研究

科の博士課程の学生は、平均すれば 1年間に論文１本の著者になっているが、一方、分野

の特徴も出ている。 

博士課程修了時には、通常は学位論文を提出することとなる。本研究科では博士の学位

授与に対し研究科共通の基準を設け、それを公開している（資料 13－26：博士論文提出の

指針）。それに加えて専攻が設けた基準があり、厳しく公平な審査を経て授与される。そこ

で学位授与がなされることは、高い学術的水準が客観的な基準で認められたことになる。

資料 13－27、資料 13－28には学位論文数が示されている。修士号、博士号ともにその数

は年々増加している。また、学会賞など外部の賞からの受賞数を資料 13－29に示す。 

 

（資料 13－24：学生による口頭及びポスター発表数） 

 

 

（資料 13－25：学生が著者に含まれる論文数と博士課程院生数（2007年度）） 
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（資料 13－26：博士論文提出の指針） 

 

 

（資料 13－27：学位授与件数（専攻別、2006年度）） 

2006年度学位授与件数(専攻別）

課程博士 論文博士
109 51
15 12
81 40
59 26
31 22
52 27
347 178 12

修士学位
博士学位

物 理 学
天 文 学
地球惑星科学
化 学
生 物 化 学
生 物 科 学

計

専攻

 

 

（資料 13－28：学位授与件数（理学系研究科全体、2004-6年度の変化）） 

2004年度 2005年度 2006年度

343 321 347
課程博士 157 163 178
論文博士 13 15 12
合計 170 178 190

学位

修士（理学）

博士（理学）

学位授与件数（2004年度～2006年度）

 

東京大学大学院理学系研究科における学位論文に関する指針               

 

東京大学大学院理学系研究科では、博士論文の内容及び形式について次のような指針を設ける。

この指針に沿って作成・提出された論文に基いて学位審査が行われ、適当と認められたもの

に対して博士（理学）の学位の授与を行う。 

(1) 博士の学位論文は十分な学術的価値を有しなければならない。ここでの学術的価値とは、

未知の事象・事物の発見、知られざる関連性の認識、新しい理論の展開、新しい学問的方法

や機器の発明、又は、既存の描像の根本的変革など、学問の進歩に重要な貢献をなすものを

指す。また学位を授かる者は、博士論文の学術的内容を含む分野に関して十分な全般的知識

を持ち、独立して研究を遂行できる能力を持っていなければならない。論文は明瞭、且つ、

平明に書かれ、審査会においては学術研究に相応しい発表・討論がなされなければならない。

論文の内容はいかなる審査機関においても、又、いかなる申請者によっても過去に博士論文

とされたものであってはならない。 

(2) 学位論文は一つのあらたな論文として書かれているものとする。用いる言語は日本語ない

し英語とし、別に専攻の定める規定があればそれに従う。その題目は本文と同じ言語による

ものとし、もう一方の言語による訳を記す。学位論文は、（内）表紙、アブストラクト（論

文が英文の場合には英文、和文の場合は和文のものとその英訳）、目次、本文、引用文献か

らなるものとし、本文にはイントロダクション及び結論、あるいはそれらに相当する章が含

まれなければならない。本文には、さらに、この分野の発展の歴史と当該研究の位置付け、

他の研究者による関連した研究を含むレビュー、方法論や研究手法の説明、結果とその討論

が、適切な章立てにより含まれるものとする。共同研究の内容が学位論文に含まれる場合に

は、当該研究における自分の行った寄与が明確に述べられていなければならない。専攻独自

の追加事項があれば、それに従う。学位論文の一部として、既発表論文の内容を含んでもよ

いが、学位論文は上に述べた様式に基づき全体として一つの論文となる事が要求される。 

(3) 学位が授与される論文内容は国際的に公表されなければならない。ただし、論文提出及び

学位審査最終判定についての条件は、各専攻の規定があればそれに従うものとする。 
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（資料 13－29：大学院生の受賞数 （学会賞など外部の賞に限定）） 

 

 

観点 学業の成果に関する学生の評価 

(観点に係る状況) 

学業の成果に関する学生の評価としては、講義に関しては資料 13－18（P13－15）に示

されているように期待どおりか期待以上が９割程度になっている。教育目的にあるような、

独創的な研究の準備としての、個別的な指導のもとに行われた研究活動の充実度は資料 13

－21（P13－19）に示されており、充実した研究生活を送ることができたとしている者が圧

倒的に多い。一方、自らの成果をどうみるか、と問うと資料 13－30のようになる。成果を

客観的に見られる段階にはなっていないようで、自らのなし得たものに対しては謙虚な態

度でいるのが読み取れる。そうであっても半数以上の学生は、思っていた以上の成果を出

せたと感じている。 

 
（資料 13－30：2008年３月修士課程修了者によるアンケート） 
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 
(水準) 期待される水準を大きく上回る。 

(判断理由) 

学生は学業をとおして高い成果を残し、学生による論文数、学会等での口頭及びポスタ

ー発表数は年々増加している。学生は水準よりかなり高い学力・資質・能力を獲得してい

るといえる。学生アンケートの結果から授業や研究活動そのものについては高い満足度を

示している。自らの成果に対しては謙虚さが見られるものの、関係者としての学生の教育

方法への評価は期待を大きく上回る水準にあるといえる。また、学生の成果発表数は高い

水準を保ちつつ増加傾向にあり、人材育成を期待する社会の期待を上回る水準にあると言

える。 

 

分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

(１)観点ごとの分析 

観点 卒業(修了)後の進路の状況 

(観点に係る状況) 

本研究科の博士取得者の進路は、PDが半数以上を占め、民間企業の研究職、大学教員が

続く（資料 13－31：博士修了者の進路）。何らかの形で研究職につく者が多く、本研究科

の人材育成の目的と合致している。特に、博士取得後に民間企業や官公庁に約３割が就職

しており、教育目的の一つである産業界などからの要請に応じた創意ある研究開発者の育

成にも十分寄与していると考えられる。 

なお、修士課程修了者については、半数強が博士課程に進学しており、第一線の研究者・

教育者を養成するという教育目的に合致していると同時に、半数弱が主に産業界に進んで

いることから創意ある研究開発者を養成するという目的にも合致している。 

 

（資料 13－31：博士修了者の進路） 
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観点 関係者からの評価 

(観点に係る状況) 

関係者として修士課程を修了した学生に修士課程在学によって研究者になる自信や意

欲が持てたかどうか、また、修士課程在学が人生の役に立つと思うかどうかについて質問

したアンケート結果が資料 13－32に示されている。半数以上が自信を持てたと答え、8割

以上が人生の役に立つと答えている。ここでも自らに対しては控えめな回答になる傾向が

あるものの、修士課程修了の段階で半数の学生が自信を持ったことは意義深い。仮に自信

は持てなくとも、修士課程の学習は人生に大きく役立つと考えていることは教育の成果で

ある。 

資料 13－33には、外部の有識者に本研究科の教育や人材育成にどのような一般的評価

をしているかについて尋ねた結果を示す。高い評価意見が寄せられており、「主体的に創造

性あふれる研究を行える人材の育成」という本研究科の教育の目標を果たしていると認め

られているといえる。 

 
（資料 13－32：平成 20年３月に修士課程修了した者からの修了時アンケート回答） 
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（資料 13－33：外部の有識者からの理学系研究科の教育活動に関する意見） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学共同利用機関法人情報・システム研究機構長、日本学術会議連携会員 

堀田凱樹氏 

 私は約 10年前まで理学系研究科の一員であったので、常日頃から貴研究科の活動には

関心を持ち続けてきました。とくに、国立大学の法人化という大きな変化の中でどのように

教育研究のレベルの向上に勤めておられるのかと心配もしておりましたが、最近理学系の諮

問委員の大役を仰せつかり、実地に研究活動を視察したり、教育研究活動の現状に関する多

数の資料を見せていただく機会に恵まれ、その順調な発展ぶりにたいへん感銘を受けまし

た。 

 

 東京大学理学系研究科は特に二つの点で重責を担っていると思います。第一に、わが国

の最も優秀な学生が集まるという環境で、その才能を伸ばし世界の発展に貢献する学生を輩

出するような教育を行う責任があること、第二には、文字どおりわが国の最高の研究者集団

として世界をリードして引けをとらない研究成果を生み出していくという責任です。このた

び詳しい資料を点検することにより、いずれの点でも期待を大きく上回る高い水準を達成し

ておられると思いました。 

 

教育の面では、もともと優秀な学生を集めていることを割引して考える必要はあります

が、多くの学生が大学院に進学し、就職する学生も順調に生涯設計を進めているようです。

専門科目の学生アンケート評価を見ても「極めて高い」と「やや高い」の合計が半数位と、

適切なレベルの講義が行われていると判断できます。自校の大学院に進学する者が圧倒的に

多いのは、必ずしも健全なことではないと思いますが、わが国の大学事情の結果であり、簡

単には改善できないでしょう。しかしこの問題は東大が動かない限り他大学からはさらに改

善困難な問題であり、わが国の将来の高等教育の最適化のために東大が何をせねばならない

かという検討もやがて必要になるのではないでしょうか。法人化の中で自分の大学の最適化

だけが問題と認識されていることの弊害の打破も、最も強い者の責務であるという声が東大

の中から聞こえてこないように思えて、それは心配であります。 

 

日立フェロー、日本学術会議会員 

外村彰氏 

理系大学院への進学率が減少している中で、東大理学系研究科は多くの学生を育て、研究

者、開発指導者、科学的素養のある社会人を世に送りだしてきた。 若年人口が減っている

ことを考慮すると、期待以上の成果を挙げてきたことになる。 

大学、研究所、産業界、教育界での理学系研究科出身者の活躍は明らかで、日本及び世界

への貢献は計り知れない。現在、理学系研究科で行われている、プレゼンスキル教育などが

実を結べば、国際的なビジビリティがさらに増すと期待される。 

今後は、新たな財源も必要になるであろうが、世界の人材育成へ向けた努力も必要である。

現在の教育能力からすれば可能であろう。 

 

日本原子力研究開発研究機構・高エネルギー加速器研究機構・Ｊ－ＰＡＲＣセンター長 

日本学術会議会員  

永宮正治 氏 

東大理学系研究科は、その修了生の就職先が「研究者」や「教育者」となる率が他大学よ

り高いことは、昔からの伝統で今も続いています。そのため、特に、大学や研究所において

は、その将来の指導者として東大理学系研究科修了生を求めるという事実は、ずっと変わら

ない傾向だと思います。理科系離れの世の中の風潮にも拘わらず、他大学修了者に比べて東

大理学系研究科には期待も高く、これまでその期待に十分に応えて優秀な人材を供給して来

られたと思います。  
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 
(水準) 期待される水準を大きく上回る。 
(判断理由) 進路、就職に関しては９割程度の博士、修士取得者が産業界を含む研究者、

研究開発者に進んでおり、教育目的に合致している。多くの学生は期待どおりに人生を歩

み始めたことになる。多くの博士課程学生に厳正な審査のもとで博士の学位を授与してい

る。それらの学生は大学院在学中に既に多くの論文を出版し、講演などを行った主体的な

研究者でもある。この点は有識者からの評価においても示されており、優秀な研究者の育

成を期待している社会一般からの期待を上回る水準にあると言える。  

気象庁気象研究所 前所長  

小宮学氏 

官庁や研究所には東京大学理学系研究科で教育を受けた職員が技術行政や研究に携わっ

ているが、高度な知識等に加え、概して仕事の能率が高く、判断が的確で、チームワーク性

やリーダーシップも高い。特に研究的な業務では、独創的で先進的な研究成果をあげ学界を

リードし、国際的な活躍をする者が多く見られる。これは、大学院教育において技術や知識

を効率よく適切に与えたことに加え、自分で考え自分で切り拓く自己確立の指導、また物事

の原理を根本から考えるという理学的な教育によるものと推察される。例えば、国の重要課

題である地球環境や防災においても、現象の把握・予測にあたり原理から考察し法則性を見

出すことは、例え時間がかかっても王道と考えるが、そのような行動様式が身についている

者が多い。また、産業界においても基礎的・原理的な研究から開発を進める方法がわが国の

技術力発展に貢献しているであろう。 

 

富士フイルム（株）執行役員、R&D統括本部有機合成化学研究所長 

佐藤幸蔵 氏 

東大理学系研究科は、研究に軸足を置きがちな環境の中、従前に比して教育重点化の配慮

が見られる。特に、国際的に通用する人材養成の観点から、外国人講師による英語での授業、

海外留学生の積極的受け入れ、海外との人材交流等、これまでになかった施策について高く

評価する。東大理学系研究科出身者の民間企業での活躍度は非常に高く、意欲のある優秀人

材を多く輩出しており、社会貢献していると言えよう。  
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Ⅲ 質の向上度の判断 

 

①事例１「分野横断的な教育活動」（分析項目II） 

 (質の向上があったと判断する取組) 

2005年度から大学院教育に分野横断的な講義が新たに導入された。大学院高度化計画、

及び、先行する教育 COEプログラムによるもので概略を資料 13－34に示した。2005年度

は、企業研究者、科学コミュニケーションの専門家、科学ジャーナリストの非常勤講師に

より行った。翌年度には理学系共通講義、「教育クラスター講義」、「先端科学技術特論」、

「先端理学コミュニケーション特論」が新たに開講された。「教育クラスター講義」では

「物質」・「宇宙」・「生命」・「環境」を切り口にした分野横断的な講義が全学生を念頭に行

われた。「先端科学技術特論」は企業人による最先端講義である。2007年度以降もこのよ

うな講義の開設、そのための准教授ポストの新設も含め改善を行いつつ推進している。多

くの学生が継続的に聴講しており、幅広い視野の獲得や能力の向上に役立っていることが

裏付けられる。 

 教育 COEプログラムではこの他にも、学生の企画力を増すためのスーパーTAによる自主

的なシンポジウムの開催、インターン制度による国内外への派遣（海外 22名、国内 15名）

も行った。 

 

（資料 13－34：理学系研究科を横断する大学院新教育カリキュラムの概略） 
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②事例２「国際的環境における大学院教育」（分析項目 II） 

 (質の向上があったと判断する取組) 

 大学院教育をより国際的な環境で行うために、様々な取り組みを行った。物理学専攻で

は国費留学生の優先配置枠（最大５名／年）を文部科学省に申請して獲得し、2007年度

に３名、また、2008年度においても４名の国費留学生が博士課程に加わることになった。

これにより国費留学生の数が伸び始めており（資料 13－35：留学生数の変化）、また留

学生の国分布がアジアに限定されず広くなった。一方、化学専攻では、2003年度からの

英語演習（博士１年）とその成果を見せる英語によるシンポジウムを継続的に行っている。

理学系全体として、21世紀 COEプログラムや教育 COEプログラムによる大学院学生の海

外派遣を進めてきた（資料 13－23：海外派遣された大学院学生の数、P13－20）。このよ

うに、法人化以前と比べると、格段に国際的な環境で大学院教育が行われている。 

 
（資料 13－35：留学生数の変化） 

 
 
 
③事例３「先端レーザー科学教育研究コンソーシアムの発足（分析項目I．II）」 

 (質の向上があったと判断する取組) 

 企業、工学系研究科、他大学と共同で、本研究科の主導のもと、先端レーザー科学教育

研究コンソーシアムを発足し、パイロット授業を平成 19年度に開始した（資料 13－36：

先端レーザー科学教育研究コンソーシアムパイロットプログラムのポスター）。企業の研

究開発者からも、実習を含んだ直接の指導を受ける、法人化以前の本研究科にはなかった

新しい型の授業科目が開講された。当該分野で系統的な教育がなかったので、それを求め

る社会や学生からの要請に応えるもので、どの実習も 30～40名の受講者があり好評であっ

た（資料 13－37：先端レーザー科学教育研究コンソーシアムパイロットプログラムの受講

者数）。 
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（資料 13－36：先端レーザー科学教育研究コンソーシアムパイロットプログラムのポスター） 
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（資料 13－37：先端レーザー科学教育研究コンソーシアムパイロットプログラムの受講者数） 

 
 
 


